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「 第 三 次 行 財 政 改 革 実 行 プ ラ ン 」 
平成２３年度の主な取組状況について 

 
 

Ⅰ 質の行革の推進  

（１）市町への権限移譲の推進 
 

・既に一部の市町に移譲している事務のうち５事務について、平成２４年４月か

ら受入体制が整った町に移譲を拡大した。 
 
    ・環境に関する地域指定の事務（４事務） 

     …４町（越前町、高浜町、おおい町、若狭町）→６町（永平寺町、美浜町を追加：市は法令で移譲） 
 
    ・墓地、納骨堂などの経営の許可等に関する事務（１事務） 

 …１町（若狭町）→６町（永平寺町、池田町、南越前町、越前町、おおい町を追加） 

 

（２）若者との共動 
 

・福井の活性化を目指す活動や国内外への挑戦などチャレンジ意欲のある若者を

応援する「若者チャレンジ応援プロジェクト」を実施した。 
 

・平成２３年１２月に「ふくい若者チャレンジクラブ」を設立 
（クラブ登録者数：１８３人（Ｈ２３年度末）） 

 
・若者が自ら企画し、地域住民等と共動して実行する５つの事業を支援した。 

 
    ・地元の竹林、竹材を使った町おこし  ：「加斗クＬＯＶＥ（小浜市）」 
    ・三方五湖の満月をモチーフとした毎月の地域イベントを開催 
                       ：「若狭三方五湖満月会（若狭町）」等 

 

（３）民間の創意工夫による公共サービスの提供 
 

・官民共動で取り組み、相互にノウハウを蓄積するため１３のモデル事業を実施

した。 
 

 ・ごみの減量化推進事業：「エコプラザさばえ（鯖江市）」 
 ・女性と若者のための創業支援事業：「アントレセンター（福井市）」等 

 

（４）業務過程改善（ＢＰＲ）運動の実践 
 

・過去の取組事例を全所属に紹介し、全庁的な取組みを推進した。また、新たに

「ワンデーレスポンス」に係る取組みを追加し、各所属で実施した。 
 

 区  分 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 

取

組

件

数 

所属におけるＢＰＲ ５３５ ３９３ 

（ワンデーレスポンス） ― ２２２ 

提案型ＢＰＲ １３８ １４５ 

合  計 ６７３ ７６０ 

資料２ 
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Ⅱ 最適な行政運営の推進  

（１）定員管理の適正化 
 

・職員数については、アウトソーシングなどを進めた結果、一般行政部門の職員

数は２,８０５人となった。 

 Ｈ22.4 Ｈ23.4 Ｈ24.4 
削減数 

(H23→H24) 
削減率 

(H23→H24) 

一般行政部門 2,935 人 2,873 人 2,805 人 △68 人 △ 2.4％ 

県全体 13,663 人 13,536 人 13,491 人 △45 人 △ 0.3％ 

 

（２）県立高等学校の再編整備 
 

・坂井地区および若狭地区における職業系専門学科を中心とした全日制県立高校

の再編整備の方向性を定めた「県立高等学校再編整備第２次実施計画（坂井地

区・若狭地区）」を平成２４年３月に策定した。 

 

（３）公共施設等の民間への移譲 
 

・入所者が安心して施設を利用できるよう、これまでの施設経営の経験と実績を

有し、入所者の状況を最も理解している（社福）福井県福祉事業団へ平成２４

年４月に県の福祉施設を移譲した。 
 

 〔移譲した施設〕 ・福井県美山荘 
・福井県若越みどりの村 
・福井県心身障害者コロニー若越ひかりの村 

 

（４）県有施設の有効活用・処分 
 

・活用見込みのない県有施設について、解体などを実施した。 
 
       ・木田職員住宅Ａ棟の解体完了 

・県民会館の解体工事に着手（２４年度中に解体完了） 
・職員会館の改修工事、電気ビル入居団体の移転完了 

 

（５）外郭団体の経営健全化 
 
・収益事業により十分な収入が確保でき、自立が可能な２団体を平成２４年４月

から民営化した。 
 

 ・（社福）福井県福祉事業団 
・（財）福井県建築住宅センター 

 

・対象団体を県出資１／２以上団体から１／４以上団体に拡大した新たな「外郭

団体の経営健全化指針」を平成２４年３月に策定した。 
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Ⅲ 健全財政の堅持  

（１）歳出の合理化 
 

①事務事業見直し 
 
・平成２３年度は、庁内の「事務事業評価会議」による評価に加え、新たに外部

委員による「事務事業評価審査会」において審査を実施した。 
 
  ・２００３の事業を評価し、うち３１９事業の見直しを行い、事業費で約３０億

円（一般財源で約１９億円）を削減した。 
 
  〔事務事業見直しの視点と見直し結果〕            （単位：件、百万円） 

区  分 件数 事業費 うち一般財源 

①経済情勢など、環境の変化に伴う事業の必要性から

の見直し 
８３ １,７３５ １,１５９ 

②補助対象事業の面積、単価、補助率等などの基準の

妥当性からの見直し 
３０ ２７０ ２４５ 

③定例的なイベントの効果性からの見直し ５ １４ １２ 

④委託対象業務の内容の見直し １３ ３７ ３４ 

⑤継続的な負担金の必要性からの見直し ２３ １７ １７ 

⑥印刷物等の縮減など、無駄な経費の点検による見直し １３４ ２４２ １９０ 

⑦その他の見直し ３１ ６９４ ２１０ 

計 ３１９ ３,００９ １,８６７ 

 

②人件費の抑制 
 

・人件費を２４年度当初予算において前年度より約１５億円削減した。   
（単位：億円）      

 Ｈ２１年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２４年度 

人件費計 １,２４３ １,２３３ １,２２０ １,２０５ 

対前年 ― △１１ △１３ △１５ 

 

③情報システムの最適化 
 

・「電子申請システム」のクラウド活用を図るなど庁内情報システムの最適化を

推進し、情報システムにかかる運用経費を１億３千万円削減した。  
（単位：百万円）      

 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 増減 

システム運用経費 ２，６９５ ２，５６５ △１３０ 

 

  ④県債発行の抑制 
 

・２３年５月借入分から縁故債を原則３０年債に変更した。 

さらに、市場公募債の借入（３０年債：３５０億円）など資金調達を多様化し、

公債費の平準化を進めた。 
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・公共事業の一件審査、再評価の実施およびシーリングの設定による公共事業の

重点化などにより、新規県債発行を抑制した。 
（単位：億円） 

 Ｈ２１年度 ①Ｈ２２年度 ②Ｈ２３年度 増減（②－①） 

県 債 発 行 ９０６ ８９４ ８４７ △４７ 

 通常債 ４６５ ３６７  ４７１ １０４ 

 臨財債 ４４１ ５２７ ３７６   △１５１ 
 

・県債残高については、後年度の負担軽減のため１３１億円の繰上償還を行った

ことにより、臨時財政対策債を除く通常債分は減尐する見込みである。 
 

（単位：億円） 
 Ｈ２１年度 ①Ｈ２２年度 ②Ｈ２３年度 増減（②－①） 

県 債 残 高 ８，５４６ ８，８０９  ８，８６３ ５４ 

 通常債 ６，５０９ ６，３３８ ６，１２２ △２１６ 

 臨財債 ２，０３７ ２，４７１ ２，７４１   ２７０ 
 

⑤基金残高 
 

・基金を活用して県債の繰上償還を行ったため、基金残高は６０億円減尐し、 

３３５億円となった。 
 

（単位：億円） 

 Ｈ２１年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 

基金残高 ２２４ ３９５ ３３５ 

対前年度 ― １７１ △６０ 

 

（２）歳入の確保 
 

・全市町が参加する「地方税滞納整理機構」による個人住民税等の共同徴収体制

を強化した。 
 

年度 参加市町 引受件数 徴収額等 
個人住民税 

（過年度分）徴収率 
県税徴収率 

２２年度 ９市町 ４６６件 １８７百万円 ５６．２％ ９７．０％ 

２３年度 １７市町 １,１２９件 ３７３百万円 ５２．５％ ９４．９％ 

     ※平成 23 年度県税徴収率は平成 24 年 4 月末現在（注.現年分を含むため確定は 6 月末） 
 

・安定した税収を確保するため、従来の「価額割」に加えた「出力割」の導入お

よび税率を１２％から１７％相当に引き上げる内容の核燃料税条例を２３年

１１月に施行した。 
 

・「福井県企業立地推進戦略本部」および東日本と西日本の２つのエリア別に 

営業本部を設置することにより体制を強化し、企業誘致活動を促進した。 
 

 企業立地数 設備投資額 新規雇用者数 

２２年度 ２１件 １７９億円 ２１７人 

２３年度 ２６件 ４１８億円 ３９７人 

 


